
（平成２３年１１月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 19 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城厚生年金 事案 2613 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成７年４月から同

年８月までの期間及び同年 11 月から９年９月までの期間は 24 万円、同年

10 月から 10 年９月までは 26 万円、同年 10 月から 11 年９月までは 22 万

円、同年 10 月から 12 年９月までは 26 万円、同年 10 月から 13 年９月ま

では 34 万円及び同年 10 月から 14 年２月までは 36 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成７年４月１日から同年９月１日まで 

             ② 平成７年 11 月１日から 14 年３月１日まで 

私は、Ａ株式会社に昭和 60 年頃から平成 14 年３月まで勤めていた。

年金事務所から届いた「ねんきん定期便」をみると、申立期間の厚生年

金保険料の納付額が、保管していた給与支給明細書に記載してある厚生

年金保険料控除額とかなり違うことが分かったので、控除されていた保

険料額に見合った記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要

否を判断することとなる。 

申立期間①について、申立人が提出した預金通帳によると、オンライン



記録の標準報酬月額を大きく上回る給与額が振り込まれていることが確認

できる上、当該額は翌年の同時期の平成８年４月から同年８月までの給与

振込額とおおむね一致しており、７年４月から同年８月までの期間と８年

４月から同年８月までの期間の報酬月額及び控除された厚生年金保険料額

が大きく相違していたとは考え難く、当該期間の標準報酬月額を平成８年

分給与所得の源泉徴収票から推認できる保険料控除額及び報酬月額から

24 万円に訂正することが妥当である。 

申立期間②について、申立人の標準報酬月額は、申立人が所持する平成

11 年１月から 14 年２月までの給与支給明細書、並びに平成８年分、９年

分及び 10 年分給与所得の源泉徴収票から確認又は推認できる報酬月額及

び厚生年金保険料控除額から、申立期間②のうち、８年１月から９年９月

までの期間は 24 万円、同年 10 月から 10 年９月までの期間は 26 万円、同

年 10 月から 11 年９月までの期間は 22 万円、同年 10 月から 12 年９月ま

での期間は 26 万円、同年 10 月から 13 年９月までの期間は 34 万円及び同

年 10 月から 14 年２月までの期間は 36 万円に訂正することが妥当である。 

また、申立期間②のうち、平成７年 11 月及び同年 12 月の標準報酬月額

については、申立人が提出した預金通帳によると、オンライン記録の標準

報酬月額を大きく上回る給与額が振り込まれていることが確認できる上、

当該額は８年の同時期の給与振込額とおおむね一致しており、７年 11 月

及び同年 12 月と８年 11 月及び同年 12 月の報酬月額及び控除された厚生

年金保険料額が大きく相違していたとは考え難く、申立期間②のうち、７

年 11 月及び同年 12 月の標準報酬月額を平成８年分給与所得の源泉徴収票

から推認できる保険料控除額及び報酬月額から 24 万円に訂正することが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、給与支給明細書及び源泉徴収票等において確認又は推認できる保

険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準報酬月額

が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、給与支給明細書で

確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は各申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 43 年３月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年３月 30 日から同年４月１日まで 

私がＡ株式会社に勤務していた当時の厚生年金保険加入記録について

年金事務所に照会したところ、同社本社で昭和 43 年３月 30 日に資格喪

失、同社Ｂ工場で同年４月１日資格取得となっており、申立期間の加入

記録は見当たらないとの回答を得た。 

しかし、申立期間もＡ株式会社に継続して勤務し、同社本社から同社

Ｂ工場へ異動した時期であり、未加入期間となっているのは納得できな

いので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、

Ａ株式会社に継続して勤務し（Ａ株式会社本社から同社Ｂ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、異動日については、同僚の証言及び申立期間前後の昭和 42 年１

月１日から 45 年１月１日までの期間にＡ株式会社本社から同社Ｂ工場へ

異動した同僚の被保険者記録は、ほぼ全員が月の中途に異動となっている

ことから、申立人についても、同社本社における資格喪失日である 43 年

３月 30 日であったと考えられるため、同社Ｂ工場における資格取得日を

同日とすることが妥当である。 



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社本

社における昭和 43 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万円

とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａ（前身は、Ｂ事業所）における厚生年金保険被保険

者資格取得日は、昭和 62 年８月 27 日であると認められることから、申立

人の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年８月 27 日から同年８月 28 日まで 

私は、昭和 41 年 12 月、株式会社Ｃ（現在は、株式会社Ｄ）に入社し、

グループ企業に数回異動したのち、平成 12 年８月に株式会社Ｄを定年

退職した。 

申立期間はグループ企業であるＥ事業所から株式会社Ａへの異動時期

に当たるが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｃ作成の申立人に係るＦ事業所への異動通知書（昭和 62 年５

月 11 日付け）、株式会社Ｄ発行の申立人に対する永年勤続の表彰状（平

成８年６月６日付け）及び複数の同僚の証言から、申立人が株式会社Ｃの

グループ企業に継続して勤務（昭和 62 年８月 27 日にＥ事業所から株式会

社Ａに異動）したことが推認できる。 

また、オンライン記録によると、株式会社Ａは、昭和 61 年 12 月１日に

Ｂ事業所として厚生年金保険の適用事業所になり、62 年８月 28 日に株式

会社Ａに名称変更している上、商業登記簿謄本によると、株式会社Ａは平

成３年７月３日に株式会社Ｄと合併し、解散していることが確認できる。 

さらに、株式会社Ｄは、申立人が昭和 41 年 12 月１日に株式会社Ｃに入

社し、申立期間を含む 62 年６月１日から平成３年３月 31 日まで株式会社

Ａに在籍しており、申立期間について厚生年金保険の被保険者とはしない

理由は考えられず、申立人の被保険者資格の取得及び喪失に係る事務処理

に誤りがあったとみられると回答している。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 62 年８月 27 日にＥ事業

所で被保険者資格を喪失し、同日に株式会社Ａの前身であるＢ事業所で被

保険者資格を取得したと認められることから、申立人の株式会社Ａにおけ

る資格取得日を同年８月 27 日に訂正することが必要である。 



宮城厚生年金 事案 2624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年９月５日から 36 年 11 月１日まで 

             ② 昭和 38 年８月１日から 39 年５月６日まで 

             ③ 昭和 40 年９月 12 日から 41 年 11 月 25 日まで 

私は、申立期間に係る脱退手当金を受給した覚えは無いので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とすべきところ、申立期間①と②の間にある２回の

被保険者期間については、申立期間①と同一の被保険者記号番号で管理さ

れているにもかかわらず、その計算の基礎とされておらず、これが未請求

となっているのは事務処理上不自然である。 

また、申立期間③(Ａ有限会社)の健康保険厚生年金保険被保険者原票に

おける女性従業員 40 人のうち、脱退手当金の受給要件を満たし、かつ、

３か月以内に厚生年金保険被保険者資格を再取得していない者は 17 人で

あるが、脱退手当金の受給記録がある者は、申立人のみであることから、

事業主による代理請求が行われていたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2626 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に

係る記録を昭和 52 年 10 月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11

万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月 28 日から同年 11 月１日まで 

株式会社Ｂから子会社である株式会社Ａに転勤した際の年金記録に空

白期間が生じていることが分かった。 

グループ会社間での異動であり、勤務は継続していたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び株式会社Ｂが保管している人事記録から判断すると、

申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 52 年 10 月

25 日に株式会社Ｂから株式会社Ａに異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、上記人事記録によると、昭和 52 年 10 月 25 日異動と記載されて

いるところ、オンライン記録における株式会社Ｂの資格喪失日は、同年

10 月 28 日となっていることから、株式会社Ａの資格取得日を同日とする

ことが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る株式会社Ａに

おける昭和 52 年 11 月のオンライン記録から、11 万 8,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立期間について、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は納付していたものと思われるとし



ているものの、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者記録の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 2628 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、Ａ株式会社Ｂ支店における資格取得日に係

る記録を昭和 36 年３月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年３月 30 日から同年４月１日まで 

私は、昭和 35 年３月 14 日から平成 11 年９月 30 日まで、Ａ株式会社

の本社及び各支店に継続して勤務したが、申立期間が厚生年金保険の未

加入期間となっている。 

申立期間についても勤務していたのは事実なので、当該期間を厚生年

金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ株式会社が保管している人事記録から判断すると、

申立人が同社に継続して勤務し（昭和 36 年３月１日にＡ株式会社Ｃ支店

から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、上記人事記録によると、昭和 36 年３月１日異動と記載されてい

るところ、オンライン記録におけるＡ株式会社Ｃ支店の資格喪失日は、同

年３月 30 日となっていることから、同社Ｂ支店の資格取得日を同日とす

ることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

支店における昭和 36 年４月のオンライン記録から、１万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城国民年金 事案 1530 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年６月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54 年６月から 63 年３月まで 

私は、昭和 54 年６月から国民年金に加入し、地区の区長に父母の分

と合わせて３人分の国民年金保険料を毎月納付していた。 

年金記録では、国民年金の加入期間が昭和 63 年４月からとなってお

り、同年３月以前は未納期間とされているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54 年６月から国民年金に加入したとしているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の手帳記号番号の払出時期から、申

立人の手帳記号番号は、61 年４月から 63 年５月までの間に払い出された

ものと推認され、この払出時期からみて申立期間の一部については、時効

により国民年金保険料を納付できない期間となる。 

また、申立人は、父母の分の保険料と一緒に国民年金保険料を納付した

としているところ、納付年月日が確認できる昭和 61 年６月以降の保険料

の納付状況をみると、申立期間の直後に当たる 63 年４月の保険料につい

ては、申立人は、同年５月分の保険料と併せて同年５月 28 日に納付した

こととされている一方、他の同居家族は、同年４月 28 日に納付したこと

とされているなど、必ずしも同居家族と一緒に保険料を納付していたとは

言い難い点が見受けられる。 

さらに、申立人は、申立期間の前後を通じて、Ａ町から住所を変更して

おらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情は見当たらない上、

申立人に係るＡ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）では、申立期間は未

納期間とされており、オンライン記録と一致している。 

加えて、申立期間は、約９年と長期にわたっており、これだけの長期に



わたり関係行政機関が記録管理を誤り続けるとは考え難い上、申立人が申

立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1531 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から平成元年３月まで 

私は、国民年金保険料はＡ町役場（当時）の窓口やＢ金融機関Ｃ支店

（当時）で納付してきた。数年間も免除申請をした覚えは無いし、保険

料を納付できない事情も無かった。 

申立期間を保険料の納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、数年間も国民年金保険料の免除申請をしたことは無かったと

主張しているが、Ａ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保険者台帳によると、

申立期間のうち、昭和 59 年４月から 63 年３月までについては、「申免」

との記載があり、保険料の申請免除期間とされていることが確認できる上、

昭和 59 年度及び 60 年度の２年間については、申立人の妻も保険料の申請

免除期間とされている。 

また、オンライン記録及びＡ町の国民年金被保険者台帳によると、昭和

63 年４月から平成元年３月までについては、国民年金保険料の未納期間

として記録されている上、申立人の妻も昭和 63 年１月を除き申立人と同

様未納期間として記録されているほか、申立期間のうち、59 年４月から

63 年３月までの申請免除期間に係る保険料が追納された記録は確認でき

ない。 

さらに、夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は、

保険料の納付場所については覚えているものの、納付時期及び納付金額な

どに関しての記憶が定かではなく、申立期間に係る保険料を納付していた

ことをうかがわせる具体的な証言は得られなかった。 

加えて、申立期間が 60 か月と長期間にわたっている上、申立人が申立



期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1532 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 62 年 12 月までの期間及び 63 年２月から平

成元年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年４月から 62 年 12 月まで 

             ② 昭和 63 年２月から平成元年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料について未納や免除申請をした覚え

は無く、保険料はＡ町役場（当時）の窓口やＢ金融機関Ｃ支店（当時）

で納付した。夫は自営業を営んでおり保険料を納付できない事情も無か

った。 

申立期間を保険料の納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料について未納や免除申請をしたことは無かっ

たと主張しているが、Ａ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保険者台帳によ

ると、申立期間①のうち、昭和 59 年４月から 61 年３月までの期間につい

ては「申免」との記載があり、保険料の申請免除期間とされていることが

確認できる上、当該期間は、申立人の夫も国民年金保険料の申請免除期間

とされている。 

また、オンライン記録及びＡ町の国民年金被保険者台帳によると、申立

期間①のうち、昭和 61 年４月から 62 年 12 月までの期間及び申立期間②

については、国民年金保険料の未納期間として記録されているほか、申立

期間①のうち、59 年４月から 61 年３月までの申請免除期間に係る保険料

が追納された記録は確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間①と②の間の期間に当たる

昭和 63 年１月の国民年金保険料は納付済みとされているが、これは、申

立人が平成２年１月 22 日に厚生年金被保険者資格を取得したことにより、



一旦納付された同年１月の国民年金保険料を時効となる直前の昭和 63 年

１月に充当した処理が平成２年２月 27 日に行われたことによるものであ

ることが確認できることから、当該処理日の時点において、昭和 63 年１

月の前後の期間についても保険料が未納であった可能性がうかがえる上、

申立人の夫についても同年４月から平成元年３月までの期間は国民年金保

険料の未納期間となっている。 

加えて、夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとする申立人は、保険

料の納付場所については覚えているものの、納付時期及び納付金額などに

関しての記憶が定かではなく、申立期間に係る保険料を納付していたこと

をうかがわせる具体的な証言は得られなかった。 

その上、申立期間が２期間で合計 59 か月と長期間にわたっているほか、

申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年４月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 59 年３月まで 

私が二十歳になった当時、住んでいたＡ町の役場から国民年金の加入

案内は無く、その後もしばらく国民年金の加入案内は無かったため、昭

和 59 年４月頃に同町役場で加入手続をした。両親がお金を出してくれ

たので、時期ははっきり覚えていないが、役場から送られてきた納付書

で同年の暑くなる前にＡ町役場窓口で３年分の国民年金保険料を遡って

納付した。 

 申立期間が未納とされていることに納得できないので、調査の上、年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の手帳記号番号の前後の第３

号被保険者の資格取得年月日及びＡ町の申立人に係る国民年金被保険者名

簿の納付記録から、昭和 61 年４月以降に払い出されたものと推認できる

ところ、同名簿の納付記録によると、申立人は、昭和 59 年度分及び 60 年

度分の過年度保険料並びに 61 年度分の現年度保険料を昭和 61 年５月以降

に納付していることが確認でき、これらの保険料の納付時期のうち、最初

の納付時期に当たる同年５月 19 日の時点では申立期間の保険料について

は時効により納付できなかったものと考えられる。 

また、申立期間当時、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 さらに、申立人は、申立期間の保険料をＡ町役場の窓口で納付したとし

ているが、同町によると「昭和 59 年頃はＡ町役場窓口には、金融機関の

出張所は無く、過年度分の保険料は納付できなかった。」旨回答している。 



 このほか、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年７月から 47 年３月までの期間及び平成 14 年 10 月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年７月から 47 年３月まで 

             ② 平成 14 年 10 月 

私の国民年金保険料納付記録について照会したところ、申立期間の保

険料はいずれも未納との回答であった。保険料が未納ということは考え

られないので、調査の上、申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ市における国民年金保険料の納付方法は、昭和

47 年３月まで印紙検認方式、同年４月から納付書方式であったところ、

申立人は、納付書により金融機関で納付したとしているのみで、印紙検認

方式により保険料を納付したことはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、申立期間①の国民年金保険料について、

納付時期や納付した金融機関の場所に関する具体的な説明は得られないこ

とから、過年度に納付した事情もうかがえない。 

申立期間②について、申立人は、その夫の国民年金保険料も一緒に納付

したとしているものの、オンライン記録によると、申立人の夫についても

当該期間の保険料は未納とされている。 

また、申立期間②は、国に収納事務が一元化された後のものであり、年

金記録に係る事務処理の機械化が一層促進されたことを踏まえると、記録

の過誤は考え難いところである。 

さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及

び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：   

  生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

  住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、昭和 36 年４月から 42

年８月までの期間が未加入期間となっていた。 

未加入とされている期間のうち昭和 36 年４月から 38 年３月までの期

間について、Ａ町の役場職員を通じて、国民年金の加入手続及び国民年

金保険料の納付を行っていた記憶があるので、保険料の納付済期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ町の役場職員を通じて、国民年金の加入手続及

び保険料の納付を行ったとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿

によれば、申立人の手帳記号番号は昭和 42 年９月 26 日にＡ町で払い出さ

れている上、申立人が所持する同日発行の国民年金手帳によれば、同年９

月５日に被保険者資格を取得し、国民年金に任意加入したことが確認でき

ることから、申立期間は未加入期間として取り扱われており、申立人に対

して納付書が発行されることはなく、保険料を納付することはできなかっ

たと考えられる。 

また、申立期間当時、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、Ａ町によれば、「申立期間当時、Ａ町の役場職員が個別に自宅

を訪問し、国民年金の加入手続及び保険料の徴収に係る業務を行っていた

かについては、資料も保管されていないため不明である。」と回答してお

り、申立人の主張を裏付ける証言は得られなかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示



す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めるこ

とはできない。 



宮城国民年金 事案 1536 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、昭和 49 年４月から 50

年３月までの期間が未納期間となっていた。 

当時、母親が家族３人分の国民年金保険料を納付していたが、経済的

な理由により保険料を納付しなかったとは考えられない上、当時の保険

料は納付組織を通じて納付しており、仮に納付額が足りない場合はその

年の 12 月に不足分を納付することになっており、未納になることは無

いので、申立期間について、保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、保険料

を納付したとする申立人の母親は、申立人及びその夫の保険料も含め納付

したと述べているものの、申立人及びその夫に係るＡ町の国民年金被保険

者名簿によれば、申立期間はいずれも未納期間となっており、オンライン

記録と一致している。 

また、申立人の母親は、申立期間の国民年金保険料は納付組織で納付し

たと述べているところ、Ａ町によれば、申立人の住所地にある納付組織は、

昭和 27 年１月１日に設立したことが確認できるが、申立期間当時、申立

人の母親が組合員として、国民年金保険料を納付していたかについては、

資料が無く確認できないと回答しており、申立人の母親の主張をうかがわ

せる事情は得られなかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2614（事案 1884 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年 10 月１日から 38 年６月１日まで 

国の記録では、Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ営業所における

申立期間の標準報酬月額が１万 4,000 円とされているが、当時の月給は

間違いなく２万円ぐらい支給されていたので、標準報酬月額を２万円に

訂正してほしい。 

申立期間はＤ事業所に長期出張しており、同行した同僚やＣ営業所の

上司及び同僚の名前を思い出したので、再度調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る当初の申立てにおいて、ⅰ）株式会社Ｂでは、「申立期

間当時の担当者が在職していない上、資料も定められた期間を経過し残っ

ていないので、申立人の標準報酬月額及び保険料の控除額について確認で

きない。」と回答していること、ⅱ）申立人及び元同僚の標準報酬月額を

みると、遡及して訂正しているなどの不自然な処理は認められない上、申

立人と同様に標準報酬月額が減額されている同僚が複数確認できること、

ⅲ）申立期間に一緒に勤務していたと思われる元同僚の回答によると、給

与明細書等の資料は無く、支給された給与額も記憶していないため当時の

給与の支給状況等については不明であることなどから、当委員会は、申立

人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできないと決定し、同決定に基づき

申立人に対し、平成 22 年 12 月 21 日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

今回、申立人は、Ａ株式会社Ｃ営業所の元上司（２人）及び同僚（１



人）並びに当該事業所からＤ事業所に従事するために、昭和 37 年７月か

ら 38 年５月まで出張に同行した元同僚（３人）の名前を思い出したとし

て、再度よく調査してほしいと主張しているところ、既に死亡している元

上司を除き、所在が確認できた３人の元同僚に当時の勤務状況等について

照会したが、いずれも給与明細書等の資料は無く、申立人の給与額及び厚

生年金保険料の控除額等を推認できる新たな資料及び証言は得られないこ

とから、当時の給与総支給額及び厚生年金保険料の控除額について確認す

ることができなかった。 

また、上記元上司及び元同僚、並びに出張に同行した元同僚の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録からは、標準報酬月額が遡

及して訂正されているなどの不自然な処理は認められない上、申立人が今

回名前を挙げた元同僚のうちの１人は申立人と同様に申立期間において標

準報酬月額が減額されていることが確認できることから、申立人のみが不

自然な記録とされているとは考え難い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年３月 15 日から 38 年 11 月１日まで 

私の夫は、昭和 36 年３月にＡ事業所（昭和 44 年 11 月 19 日以降は、

株式会社Ｂ）に住み込み従業員として入社したが、厚生年金保険の加入

記録が 38 年 11 月１日からとなっている。夫の加入記録を入社した時か

らに訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の元同僚の証言から、勤務期間について特定することはできな

いが、申立人が当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭

和 38 年 11 月１日からであり、この日以前に当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所であった記録は見当たらない。 

また、株式会社Ｂの役員及び元同僚がＡ事業所において厚生年金保険の

被保険者資格を取得したのは、申立人と同様にＡ事業所が厚生年金保険の

適用事業所となった昭和 38 年 11 月１日であることが確認できる。 

さらに、株式会社Ｂは、既に解散している上、申立期間当時の事業主も

死亡していることから、申立人の勤務実態や当時の厚生年金保険の届出及

び保険料控除についての証言を得ることができないほか、元同僚からも、

申立人が申立期間に厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認

できる証言は得られなかった。 

加えて、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立

人は、昭和 38 年 11 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、45 年



７月 30 日に資格を喪失しており、当該被保険者記録はオンライン記録と

一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2616 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

また、申立人の申立期間②における厚生年金保険の標準賞与額に係る記

録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：   

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年７月 31 日から同年８月１日まで 

             ② 平成 16 年７月９日 

私は、平成 16 年３月８日から同年７月 31 日まで株式会社Ａ（現在は、

株式会社Ｂ）で勤務した。 

申立期間①について、厚生年金保険被保険者の資格喪失日が平成 16

年７月 31 日とされているが、雇用保険被保険者離職票には離職年月日

が、「平成 16 年７月 31 日」と記載されているので、厚生年金保険被保

険者の資格喪失日を同年８月１日に訂正してほしい。 

また、申立期間②について、平成 16 年７月９日付けの賞与支給明細

書では厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、賞与の記録が

無いので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、所持する雇用保険被保険者離職票に記

載されている株式会社Ａに係る離職日が、「平成 16 年７月 31 日」である

として、当該事業所における厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記

録の訂正を求めているが、株式会社Ｂは、申立人に係る「人事情報」によ

ると、申立人の株式会社Ａにおける退職年月日は平成 16 年７月 30 日であ

り、厚生年金保険料の控除については、当月控除であったとしているとこ

ろ、当該事業所の賃金台帳において、申立人の同年７月の給与から厚生年

金保険料は控除されていないことが確認できる。 



また、申立人の所持する平成 16 年７月給与明細書において、厚生年金

保険料は控除されていないことが確認できる。 

さらに、株式会社Ａが社会保険事務所（当時）に提出した申立人に係る

「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届」によると、「資格喪失年月

日」欄に「160731」、「備考」欄に「７/30 退」と記載されており、同社

では、申立人の被保険者資格喪失日を平成 16 年７月 31 日と届け出ている

ことが確認できる。 

加えて、複数の同僚に照会を行ったが、いずれも回答が得られず、申立

人の主張を裏付ける証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、申立人が所持する平成 16 年７月９日付けの賞与

支給明細書により、申立人は、５万円の賞与の支払を受け、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確認できる。 

しかし、株式会社Ｂの管理する申立人に係る「人事情報」及び賃金台帳

から、申立人は、株式会社Ａを平成 16 年７月 30 日に退職したことが確認

でき、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届から、

当該退職日の翌日である同年７月 31 日に当該事業所において厚生年金保

険の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、厚生年金保険法第 19 条において、「被保険者期間を計算する場

合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を

喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされているとともに、同法

第 14 条において、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった

日の翌日とされているほか、同法第 81 条第２項において、「保険料は、

被保険者期間の計算の基礎となる各月につき、徴収するものとする。」と

されていることから、申立人の資格喪失日は、平成 16 年７月 31 日であり、

同年７月は、申立人の厚生年金保険の被保険者期間に算入することができ

ない月となることから、当該月に支給された賞与については、保険料の徴

収の対象とはならず、申立人の申立期間②における厚生年金保険の標準賞

与額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年９月頃から 49 年３月頃まで 

私は、申立期間について、株式会社ＡのＢ工場（現在は、株式会社

Ｃ）で期間従業員として勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。

６か月ぐらい勤務していたはずなので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の被保険者記録及び株式会社Ｃから提出のあった従業

員名簿により、申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年９月５日から 49 年

２月 21 日までの期間について、株式会社ＡのＢ工場に勤務していたこと

が確認できる。 

また、株式会社Ｃでは、「株式会社ＡのＢ工場は同社Ｄ工場の分工場で

あった。」としているところ、株式会社ＡのＢ工場が厚生年金保険の適用

事業所であった記録が見当たらないため、同社Ｄ工場において、申立期間

当時に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、所在の確認できる 11 人に

照会したところ、回答のあった５人のうち４人は、同社Ｂ工場で勤務した

としていることから、同社同工場の勤務者については、厚生年金保険の適

用事業所となっていた同社Ｄ工場において、厚生年金保険の被保険者資格

を取得させていたものと認められる。 

しかし、株式会社Ｃは、申立人に係る厚生年金保険料の控除及び期間従

業員に対する厚生年金保険の加入の取扱いについて、当時の資料が無いた

め不明としていることから、申立人の申立期間における厚生年金保険料控

除等が確認できない。 

また、株式会社ＡのＢ工場で勤務したとする４人は、申立人を知らない



としている上、申立期間当時における期間従業員の厚生年金保険加入の取

扱い等について、具体的な証言は得られなかった。 

さらに、Ｅ企業年金基金は、「申立人に係る加入員記録及び届出は存在

しない。」と回答している。 

加えて、申立期間に係る株式会社ＡのＤ工場の厚生年金保険被保険者原

票において、申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年１月頃から 30 年３月１日まで 

             ② 昭和 31 年８月１日から 35 年２月頃まで 

私は、昭和 28 年１月頃から 35 年２月頃までの期間、Ａ事業所に勤務

したが、厚生年金保険加入期間は 30 年３月１日から 31 年８月１日まで

となっているので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほ

しい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所において、申立人と同様に、昭和 30 年３月１日に厚生年金保

険被保険者資格を取得している同僚の証言、及び申立人が所持している当

該事業所における記念写真等により、勤務期間の特定はできないが、申立

人が申立てに係る事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間①について、オンライン記録によると、申立て

に係る事業所は、昭和 30 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっ

ており、同日以前に当該事業所が厚生年金保険の適用事業所であった記録

は見当たらず、申立期間①当時は適用事業所ではなかったことが確認でき

る。 

申立期間②について、申立てに係る事業所は昭和 48 年７月 17 日に解散

しており、申立期間②当時の事業主も既に亡くなっていることから、申立

人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況等を確認することができない。 

また、申立人が当該事業所において一緒に勤務したとして名前を挙げて

いる複数の同僚は既に亡くなっている上、申立期間②当時、当該事業所に



おいて厚生年金保険の被保険者資格を有している複数の同僚に照会しても、

回答のあった１人は、申立人を覚えているものの、申立人の勤務期間及び

当該事業所における厚生年金保険の加入状況等は不明であるとしている。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生

年金保険被保険者台帳によると、申立人は、昭和 31 年８月１日に被保険

者の資格を喪失している上、健康保険証を返納した旨の記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2621（事案 1892 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年４月 18 日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 28 年 10 月１日から 36 年４月１日まで 

前回の申立てについて、年金記録の訂正は認められないとの文書をも

らったが、私は、脱退手当金を受け取っていないので、再度、審議の上、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

なお、上記文書の中で、昭和 36 年８月１日に氏名変更されたのが確

認できるとの内容があったが、婚姻したのは 33 年９月＊日であるので、

資料として戸籍謄本を提出する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の申立期間②に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金が支給されたことを意味す

る「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約４か月後の昭和 36 年８月９日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえないこと、ⅱ）厚生年金保険被保険者

記号番号払出簿によれば、36 年８月１日に申立人の氏名変更が行われて

いることが確認でき、申立期間の脱退手当金が同年８月９日に支給決定さ

れていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われ

たと考えるのが自然であること、ⅲ）申立人から聴取しても、受給した記

憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらないことなどから、申立人に対し、既に当委員会の決定に基

づき平成 22 年 12 月 27 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとし、前回の審議結果



に基づく通知文書の中で厚生年金保険被保険者記号番号払出簿の氏名変更

が行われたのは昭和 36 年８月１日となっているが、婚姻したのは 33 年９

月＊日であるとして、戸籍謄本を提出し、再申立てを行っている。 

しかしながら、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿の氏名変更は、婚

姻に伴い自動的に変更されるものではなく、厚生年金保険被保険者氏名変

更届が社会保険出張所（当時）へ提出されることによって変更されるもの

であって、申立人に係る婚姻日（昭和 33 年９月＊日）、厚生年金保険被

保険者記号番号払出簿の氏名変更年月日（昭和 36 年８月１日）及びオン

ライン記録の脱退手当金の支給決定日（昭和 36 年８月９日）を時系列で

みると、脱退手当金の支給決定日と払出簿の氏名変更年月日が近接してい

ることから、申立期間に係る脱退手当金の請求に伴い氏名変更の届出が行

われたと考えるのが自然であり、申立人の再申立てに当たっての主張は委

員会の当初の決定を変更すべき事情とは認められない。 

以上のほか、申立人から新たな資料及び情報の提出は無く、委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2622（事案 748 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月３日から 44 年６月１日まで 

私は、申立期間の脱退手当金を受給した記憶は無い。 

新たな情報及び資料は無いが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間（Ａ株式会社に勤務していた期間）に係る申立てについては、

ⅰ）申立人は、申立期間前のＢ株式会社に勤務していた２つの期間につい

ては脱退手当金の受給を認めているところ、申立人が記憶している受給し

た脱退手当金の金額（５万円）は、このＢ株式会社の２つの期間と申立期

間を合算した期間を基礎とした金額におおむね一致すること、ⅱ）この合

算した期間は、同じ厚生年金保険被保険者記号番号で管理されており、申

立期間は、申立人が受給したことを認めている期間と併せて脱退手当金を

受給したものと考えられることなどから、申立人に対し、既に当委員会の

決定に基づき平成 21 年７月 31 日付けで年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間の脱退手当金を受給した記憶は無く、前回の

審議結果に納得できないとし、再申立てを行っているが、新たな資料や情

報は無く、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間の脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 



宮城厚生年金 事案 2623 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月１日から 38 年５月 15 日まで 

私は、結婚のため退職したが、申立期間については、脱退手当金の説

明は受けていないし、受け取った記憶も無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の請求が行われたことをうかがわせる「脱」の表示が記されてい

るとともに、申立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、昭和 38 年 11 月＊日に婚姻し、姓を変更しているとこ

ろ、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によれば、申立人は、40 年８

月 23 日に旧姓から新姓に氏名変更されており、申立期間の脱退手当金は

同年 10 月 15 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請

求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然である。  

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2625（事案 635 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年４月１日から 33 年 10 月９日まで 

② 昭和 33 年 11 月 14 日から 34 年３月 12 日まで 

③ 昭和 34 年４月１日から 38 年 12 月１日まで 

前回の申立てについて、申立期間の脱退手当金を受給していないと認

めることはできないとの回答を受けたが、私は、一切受け取っていない

ので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人に係る申立期間③（株式会社

Ａ）の健康保険厚生年金保険被保険者原票に脱退手当金の支給を意味する

「脱」の押印がされているとともに、申立期間の脱退手当金の支給額に計

算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約６か月

後の昭和 39 年６月 10 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえないことなどから、申立人が申立期間に係る脱退手当金

を受給していないものと認めることはできないとして、申立人に対し、既

に当委員会の決定に基づき平成 21 年３月 27 日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして、再申立てを行

っているが、申立人からは新たな資料や情報の提出は無い上、申立人が最

初に厚生年金保険被保険者資格を取得した申立期間①（株式会社Ｂ）の厚

生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金の算定のために必要

な標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した社

会保険事務所（当時）へ昭和 39 年５月８日に回答したことが記録されて

いるなど、申立期間に係る脱退手当金を受給していたことをうかがわせる



新たな資料の存在も確認されており、委員会の当初の決定を変更すべき事

情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の脱退手当金を受給して

いないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2627 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年５月から同年 11 月２日まで 

昭和 61 年５月から同年 12 月まで勤務した株式会社Ａにおける厚生年

金保険の加入期間について照会したところ、同年 11 月２日資格取得と

なっており、申立期間については加入事実が確認できなかったとの回答

をもらった。 

昭和 61 年５月頃に入社したので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａにおいて申立期間当時、社長であった者は病気療養中のため、

申立人の勤務期間及び当時の厚生年金保険の取扱いについて証言を得るこ

とができない上、雇用保険の加入記録も見当たらず、申立人の勤務期間等

を確認することができない。 

また、申立人は、同僚としてパート従業員が３名程度いたとしているも

のの、オンライン記録によると、申立期間に厚生年金保険被保険者となっ

ている者は上記社長のみであり、これ以外に当該期間当時、被保険者資格

を取得している者は見当たらない。 

さらに、上記同僚の氏名は不明であるため、これらの者から申立人の勤

務状況について証言を得ることができない。 

加えて、オンライン記録によると、株式会社Ａにおける申立人の厚生年

金保険被保険者資格の取得処理は、昭和 61 年 11 月７日に処理されている

ことが確認でき、一連の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



宮城厚生年金 事案 2629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月 30 日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 37 年４月 30 日から同年５月１日まで 

             ③ 昭和 37 年８月 27 日から同年９月１日まで 

私は、昭和 35 年 10 月 20 日から 36 年４月 30 日までの期間はＡ株式

会社（現在は、株式会社Ｂ）が所有する「船舶Ｃ」、同年 10 月 10 日か

ら 37 年４月 30 日までの期間は同社が所有する「船舶Ｄ」に乗り組んだ。 

また、昭和 37 年５月 17 日から同年８月 31 日までの期間は上記の

「船舶Ｃ」に乗り組んだ。 

しかし、各申立期間は、船員保険に未加入となっていたので、各申立

期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂが保有する資料から、申立人が昭和 21 年５月 19 日に当時の

Ａ株式会社に入社し、52 年３月 31 日まで勤務していたことが確認できる。 

しかし、株式会社Ｂによれば、同社が保管する申立人の船員保険に係る

マイクロフィルムを確認したところ、申立人の各申立期間に係る船員保険

の資格喪失日はオンライン記録と同様であるとしている。 

また、複数の同僚は、Ａ株式会社における申立人の雇用形態は正社員で

あったとしているところ、当該事業所において申立人と同様に正社員とし

て勤務していた複数の同僚についても、各申立期間に係る船員保険の被保

険者資格の喪失日は申立人と同じであり、各申立期間はいずれも未加入期

間とされている。 

さらに、各申立期間においてＡ株式会社に係る船員保険被保険者名簿及

び申立人の船員保険被保険者台帳に記載された船員保険の資格喪失日はオ



ンライン記録と一致する。 

このほか、各申立期間について、船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、各申立期間に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2630（事案 2460 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

また、申立人は、申立期間②から⑨までについて、その主張する標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年８月１日から 20 年１月１日まで 

             ② 平成 15 年８月 31 日 

             ③ 平成 15 年 12 月 31 日 

             ④ 平成 16 年８月 31 日 

             ⑤ 平成 16 年 12 月 30 日 

             ⑥ 平成 17 年９月 30 日 

             ⑦ 平成 17 年 12 月 28 日 

             ⑧ 平成 18 年８月 11 日 

             ⑨ 平成 18 年 12 月 25 日 

株式会社Ａでの標準報酬月額を確認したところ、実際に支払われてい

た給与支給額より低額となっている上、平成 15 年以降の賞与について

は、厚生年金保険の記録に含まれていないことが分かった。 

前回の申立てにより、平成 15 年４月のみ記録が訂正されたが、訂正

された標準報酬月額も実際の給与支給額より低額となっている。 

当該事業所が社会保険事務所（当時）に対し報酬月額を不正に低く届

出をし、賞与の届出を怠っていたことは間違いないので、給与支給額に

基づく標準報酬月額に記録を訂正し、支払われた賞与については、標準

賞与額として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の標準報酬月額が給与支給額より低額となってい

ること、及び申立期間②から⑨までの標準賞与額が年金記録に含まれてい



ないことを不服として申立てを行ったところ、ⅰ）平成 15 年４月の標準

報酬月額については、給与明細書において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額を上回っていることか

ら、22 万円とすることが妥当であること、ⅱ）一方で 15 年４月を除く申

立期間①については、申立人の給与支給額はオンライン記録上の標準報酬

月額よりも一貫して高額であることが確認できることから、当該事業所で

は、従業員に支払った給与支給額よりも低い額の報酬月額を社会保険事務

所へ届け出ることが常態となっていたと推認できるが、保険料控除額に見

合う標準報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬月額と一致又は超えて

いないこと、ⅲ）給与明細書により、申立期間②から⑨までの期間に一時

金が支払われていることが確認できるものの、給与明細書において控除さ

れている保険料は、オンライン記録上の標準報酬月額（各月の給与に対応

する額であり一時金に対応する額は含まれていない。）に基づく保険料と

一致又は超えておらず、一時金に係る保険料は控除されていないこと、

ⅳ）当該事業所で申立人とほぼ同時期に厚生年金保険の被保険者資格を取

得した 50 名のうち 15 年以降も被保険者となっている 15 名についても、

同年以降に標準賞与額の記録がある者は確認できないことなどから、15

年４月についてのみ、既に当委員会の決定に基づき、23 年７月１日付け

で年金記録の訂正が必要であるとする通知が行われている。 

今回、申立人は、当該事業所が社会保険事務所に対し不正に報酬月額を

低く届出をし、賞与に関しては届出をしていなかったとして、実際に支給

された給与及び賞与に基づく記録の訂正を求めているが、年金記録確認第

三者委員会は、厚生年金保険法による記録訂正のあっせんについては、申

立期間における被保険者資格の届出又は保険料の納付の有無に係る事実認

定に基づいて記録の訂正の要否を判断するものであり、事業主が行った届

出それ自体の適法性の有無を判断するものではない。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が、被保険者から保険料を源泉控除しながら、社会保険事務所

に納付したことが明らかでない場合であって、源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範

囲内であるところ、申立人が提出した申立期間の給与明細書によると、控

除されている保険料は、オンライン記録における各月の標準報酬月額に基

づく保険料と一致又は超えていない上、賞与（一時金）に係る保険料は控

除されておらず、このほか申立人が主張する標準報酬月額及び標準賞与額

に基づく保険料控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらのことから、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらず、申立人の申立期間における標準報酬月額及び標準賞与額に係る

記録については、厚生年金保険法及び特例法に基づく記録訂正を認めるこ

とはできない。 


